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令和２年（ワ）第６２２５号，第３１９６２号、令和３年（ワ）第３００４２号 

令和４年（ワ）第３２４９３号、令和７年（ワ）第２５０２４号 

六ヶ所再処理工場運転差止請求事件 

原告 中嶌哲演 外２７１名 

被告 日本原燃株式会社 

準備書面３３ 

被告準備書面（１４）に対する反論 

２０２６年５月２１日 

東京地方裁判所民事第３７部合議Ｃ係 御中 

 

原告ら訴訟代理人弁護士   河   合    弘  之 

ほか 

  

第１ 規制基準及び本件再処理工場の基準地震動の不合理性について 

 １ 基準地震動についての被告の主張 

基準地震動の定義、意義については当初から議論がなされてきた。原告らの

主張は、「基準地震動は再処理工場等（再処理工場及び原子力発電所）の解放

基盤表面にもたらされる合理的に考えうる最強の地震動をいうのであって、こ

れを超える地震動は合理的にはまず考えられない地震動を意味する。そうでな

ければ、基準地震動を超える地震動が想定内ということになり再処理工場等の

安全性が確保できないからである。」というものであり、明確で訴え提起時か

ら今日まで一貫している。 

被告は、この定義に異議を唱えるものの、意味のある定義を提示することが

なかったことは今までの主張書面を一読すれば明らかである。意義ないし定義

は法解釈を巡る議論の出発点であり、定義を不明確にしたまま法的に意味のあ

る議論はできない。被告は、終始あいまいな定義のもとで議論を進めようとし
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てきたが準備書面（１３）において「下記のような根拠を述べて原告らの地震

動の上限を画する予測ができなければ地震に対する安全性を確保できない旨の

主張及びそれを前提とする主張はすべて理由がない。」とした。 

               記 

基準地震動の策定においては、原告らのいう「地震動の上限」を含

め「地震に係る現象の全て」を事前に予測することはできないこと、

いかに詳細かつ十分な調査を行っても、震源断層の位置・形状や破壊

過程等のすべてを事前に予測することは不可能であることを前提に、

震源断層の位置及び形状（長さや幅）等について、各種調査の不確か

さを踏まえて安全側の（保守的な）設定をし、さらに地震動の評価過

程に伴う不確かさを考慮するという、想定外の事象を可能な限り少な

くする手法で保守的に評価をすることが求められているものである。

したがって、原告らの「地震動の上限」を画する予測ができなければ

地震に対する安全性を確保することができない旨の主張及びそれを前

提とする主張はすべて理由がない。 

この主張は被告が原告らの「基準地震動は地震動の上限を画する概念であ

る」という主張を否定するものとしか解し得ない。そうであるならば、基準

地震動を超える地震動が想定内のことになってしまい、再処理工場等の安全

を期すことはできない。原告らは、再処理工場の安全性を確保するためには

基準地震動はどのようなものでなければならないのかについての平明な論理

の話をしているのである。そして、旧耐震指針においても「基準地震動Ｓ２

（設計用限界地震）は地球科学的・理学的見地から、その敷地周辺で起こり

うる究極・限界的な強さの地震」とされ、新耐震基準における基準地震動Ｓ

ｓも「施設の供用期間中に大きな影響を与えるおそれがあると想定すること

が適切な地震動」とされ、両者の間には基本的な差異はないとされている。

そして、「基準地震動」をネット検索すると必ず「最強」ないし「最大」と
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いう言葉が用いられているのである。 

被告は「原告らは被告の主張を曲解している」と主張しているが、もし、基

準地震動が地震動の上限を画するものでないとするなら、どのようにして地震

に対する再処理工場等の安全性を保持できるのか、被告は納得できる説明をし

なければならないはずである。 

２０１８年７月４日の名古屋高等裁判所金沢支部判決は基準地震動を上回る

地震動が到来することも、クリフエッジを超える地震が到来するおそれも否定

できないとしている。その判示理由は、地震という自然現象が未解明の部分が

多いこと、正確な地震記録自体も極めて限られたものであることを率直に認め

た上で上記結論に達したものであり、その点では評価できる。しかし、その説

示の後、金沢支部は突然その論旨を変えてそのような事態が生じてもやむを得

ない旨の結論を示しているが、この説示部分が司法の役割を放棄した到底許さ

れるものでないことは既に主張したとおりである。 

被告の立論はこの金沢支部の判決とどこが違うのか。もし金沢支部と異なり

上限を画することができるというのなら、未解明の自然現象について、実際の

地震記録も限られている中で将来解放基盤表面に到来するおそれのある地震動

の上限を画することができるという根拠を明示すべきである。そして、なぜ

度々基準地震動を上回る地震が観測されているにもかかわらず本件再処理工場

に限ってそのようなことがないといえるのか等の根拠を明確に示してもらうし

かないのである。 

そこで、下記のとおり釈明を求める。 

             記 

① 被告は、現在の地震学では将来における最強の地震動を原発敷地毎

に精度高く求めることはできないと主張しているのか（仮に、そうい

う趣旨であるならば、この点は原告らと同意見である） 

② 仮に、基準地震動が最強・最大の地震動でないことが許されるとす
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るなら、基準地震動が最強・最大の地震動であることを明示していた

旧耐震指針Ｓ２の基準地震動の概念がいつ、どのような経緯を経て誰

によって変更されたのか。 

③ 基準地震動が最強・最大の地震動でないことが許されるのなら、基

準地震動を超える地震動の発生が想定内の出来事ということになって

しまうが、そうした場合、どのようにして再処理工場等の安全性が確

保されると考えているのか。 

 ２ 基準地震動と周期について 

原告らは、準備書面２４において、本件再処理工場の基準地震動に関し、

「基準地震動７００ガル（周期０．０２秒では７００ガル、周期０．３秒では

１５００ガル、周期１秒では６００ガル）で設計建造又は耐震補強された再処

理工場等が将来発生する地震に対して安全だといえるためには、すべての周期

において基準地震動が将来発生する地震動よりも上回らなければならない。例

えば、将来発生する地震動が周期０．０２秒において６００ガル、周期０．３

秒において１３００ガルで、いずれも基準地震動を下回ったとしても、周期１

秒において基準地震動を上回る７００ガルであったとすれば、安全性は確保で

きなくなる。なぜなら、周期１秒を固有周期とする機器、配管、配電施設、構

造物等は６００ガルで設計されているので、共振現象によって破損ないし故障

するおそれがあるからである」、「再処理工場等で考慮しなければならないの

は建物だけでなく、機器類や配電施設や配管の固有周期も問題となる」と主張

している。 

被告は、原告らの上記主張について、「原告らは本件再処理工場の機器・配

管系につきその固有周期を踏まえずに耐震設計がなされているかのように主張

している」と主張している。しかし、そもそも、原告らの上記主張がなぜ、固

有周期を踏まえずに耐震設計がなされていることを意味するのかが原告らには

理解できない。原告らは、いずれかの周期で基準地震動を上回る地震動に襲わ
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れれば危険だという当然のことを主張しているにすぎない。そして基準地震動

のいずれかの周期で実際の地震動が上回った地震が複数回あることの危険性を

主張しているのである。 

第２ 令和６年能登半島地震について 

原告らは、準備書面２４において、下記のとおり主張した。 

             記 

２０２４年１月１日の令和６年能登半島地震における志賀原発の敷地

表面の震度は震度５弱に過ぎなかったが、現行の６００ガルの基準地震

動を一部の周期で上回り、起動変圧器から３６００リットルの絶縁油が

もれるなど各所で損傷、トラブルが発生したのであり、北陸電力は２０

２４年７月になってから「修復に２年以上を要する」と発表した（甲１

４３ないし１４５号証）。これらの６事例は、電力会社が設定してきた

基準地震動に全く信頼性がないことを示しているが、被告もこれら６事

例に係る電力会社と基本的に同じ手法によって本件再処理工場の基準地

震動を設定しているのである。 

この主張に関し、被告は準備書面（１４）の第２項において、「志賀原子力

発電所において原子炉施設の安全確保に問題はなかった」旨主張している。し

かし、原告らの主張が震度５弱程度の地震で６００ガルの基準地震動を一部の

周期で超えたこと、そして、実際にもその修復に２年以上を要する損傷を被っ

たことが示す耐震性の低さとそれに伴う危険性に原告らの主張の要点があるこ

とは明らかである。その危険性に眼を向けずに、損傷を被った機器がＳクラス

でなかったことを強調して危険性を過小評価しようとする被告の姿勢には再処

理工場という一旦過酷事故が起きると我が国の崩壊に繋がりかねない施設を管

理すべき立場にあるという自覚や責任感を全く感じることができない。 

第３ 更田豊志委員長の発言について 

原告らは準備書面２４において山崎誠議員と更田豊志原子力規制委員会委員
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長とのやり取りを通じて下記のように主張した。 

             記 

例えば伊方原発の敷地内に建築されているハウスメーカーの従業員宿

舎と原子炉の耐震性の対比について考えれば、更田委員長の言によれ

ば、１２００ガルの地震動によって制御棒の挿入にさえ失敗しほぼ確実

に原子力発電所は過酷事故を起こす。これに対して、実験を繰り返し３

０００ガルの地震にも耐えられることが確認されているハウスメーカー

の家屋の実際の耐震性には明確な差があるといえる。 

これに対して、被告は準備書面（１４）の第３項において、「更田委員長が

『制御棒の位置であったらもっとはるかに大きくなります。５０００なのか１

００００なのか分かりませんけれども。』(甲第１４６号証１３ページ)と言及

されていることからも明らかなとおり、更田氏の上記発言は、地表面や制御棒

の位置において１２００ガルの地震動が観測された場合を想定しているもので

はない上、同氏は、『解放基盤表面での加速度、地表面での加速度、それから

機器が実際に受ける加速度、住宅メーカー等が公表する加速度、それぞれ条件

が異なるものですから、これらの間の比較というのは極めて難しいというかほ

とんど不可能といってよいと思います。』(甲第１４６号証１３ページ)とし

て、ハウスメーカー等の公表する地震動の加速度と基準地震動の加速度とを比

較することができないとの立場を明確に述べている」と主張している。 

しかし、山崎議員の質問も更田委員長の回答も、制御棒の位置において１２

００ガルの地震動が観測された場合を想定しているものではないことは明らか

であって、山崎議員も更田委員長もともに解放基盤表面において１２００ガル

の地震動が到来した場合を想定しているのである。そして、伊方原発の解放基

盤表面は標高１０メートルのところにあり（甲１２６）、その上に柔らかい地

層が乗っているわけではないから、解放基盤表面の地震動と地表面の地震動に

有意な差は生じない。更田委員長は解放基盤表面で１２００ガルが到来した場
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合にそれより高所にある制御棒の位置においてはそれよりも遙かに強い地震動

（例えば５０００ガル）が到来することが予想されるから止めることにも困難

を伴うために過酷事故を起こす危険性が極めて高いことを述べている。要する

に止めることさえ困難な理由として５０００ガルという数値を挙げているので

ある。また、更田委員長が原発と家屋の耐震性の比較が困難との発言をしてい

ることはそのとおりであるが、更田委員長は原告らの挙げる例（原発敷地内に

ハウスメーカーの建設した従業員宿舎がある例）を念頭に論じているわけでは

ない。 

そもそもハウスメーカーは「家の建築予定地に将来どのような地震が到来す

るかは予知予測できない。したがって、今まで我が国で記録された最高の地震

動（４０２２ガル）を克服することを目指して技術力を高めるべきである」と

の理念を持ち、少なくとも「当社の有する最高の技術水準を用いなければなら

ない」と考えている。他方、被告は「再処理工場等の敷地ごとに最強・最大の

地震動が予知予測できるのであるから､３０００ガル、４０００ガルの耐震性

を目指す必要はないのだ」と考えているのである。裁判所は、どちらの考えが

健全で理性的だと判断されるであろうか。 


